




































































質確保の仕組みを解き明かしている。第5章は建設行政を統轄するBSA(Bui lding Services A uthority) 
の活動を考察し、免許制度、紛争処理調停不成立時の保証システム、業者情報開示と消費者教育などを取
り上げ、それらが連携しあって効果をあげ、良質の住宅建設と保全工事の実行に寄与している点を明らか
にしている。第6業はオーナーピルダー制度とその役割を考察し、続く第7草ーは戸建住宅所有者による住
宅保全行為の実態調査を行って、保全行為の特性を分析している。オーナービルダー制度が保全工事への
住宅所有者の参加を促進すると同時に、保全に対する自覚を促す効果を生んでいること、また住宅所有者
の保全行為の実施に対して上記各章で述べたシステムが良く機能していることを、実態調査から検証して
いる。第8章は住宅保全支援システムを周辺から支えている諸要素について考察している。第9章の結論
では本研究を通じて得られた知見を、豪州、|の住宅所有者保全行為支援システムの特質として総括し、わが
凶の戸建住宅ストック対策に対する教訓Ic提言を行っている。
論文はシステム成坊の条件を、第一に新築時の住宅の質の確保、また保全工事時における質確保の実行
とその正当な評価、第二に住宅所有者の保全工事に係わりやすい環境の存在、第三に保全工事の履歴情報
の正確な伝達、第四にそれらの質評価、情報伝達を活用した保全T事の中古市場価格への反映、であると
整理している。本研究は長寿命住宅のために進むべき)j向の一端を明らかにした。わが凶の住宅保全促進
のための施策は、近年、住宅施工中間検査の実施、中古住宅保証制度の創設、維持管理評価基準の改善な
ど確実な前進が見られ、購入前検査制度も-.部で実施の動きがある。本研究がこれらの施策の前進に先進
的研究として寄与してきた面は見越とすことができない。また住居管理学研究分野で戸建住宅を対象とし
た研究が少ない中で、本研究の住居学研究に貢献するところは大である。
以上の審査結果から、本論文の著者は博士〈学術)の学位を授与されるに値すると認められる。
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